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研究成果の概要（和文） 
本研究では、コーポレートガバナンスの金融面での変化や企業内の労使関係の変化が雇用シス

テムに与える影響に関する実証分析を行った。失われた１０年の間で、メインバンク制や株主所

有構造、企業内部の労使関係が日本企業の雇用調整行動の変化や企業業績にどのような影響を与

えていたのかを分析し、それらが日本企業の雇用調整行動や企業業績に大きな影響を与えている

ことを明らかにした。 

 
研究成果の概要（英文）： 
  We conducted empirical analyses on the effects of the changes in corporate finance 
and in industrial relations on employment system of Japanese firms.  We analyzed 
the impacts of main banks, stakeholders and labor relation on employment adjustment 
behaviors and corporate performance, and have revealed these factors had a 
significant effect on them. 
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研究分野： 経済学・労働経済学 
科研費の分科・細目： 経済学・経済政策 
キーワード： コーポレートガバナンス・雇用システム・労使関係 
 
１． 研究開始当初の背景 

 
近年、日本型のコーポレートガバナンスの

変貌が問題となっているが、その変化は従業

員重視の経営から株主重視の経営へと、資本

効率の重視の経営への転換である。またメイ

ンバンク制などの金融面と雇用システム、人

事システムの間には制度的な補完性が認めら

れるとされている。日本の雇用システムの特

徴である企業特殊的あるいは関係特殊的な技

能を形成するための長期的な雇用システムは、

内部昇進者からなる経営者、株式持合や安定

株主の存在、そして、メインバンク制度など

のシステムがその背後にあってこそ機能する。 

株主持合の解消やメインバンクの機能低下

が起こる中、外国人株主などの機関投資家が



増加している。ガバナンス構造が変貌する一

方で、雇用、人事システムも年功賃金から成

果主義的な賃金制度への移行、長期雇用シス

テムの部分的な見直しが進み、企業内の教育

訓練システムにも大きな変化が起こっている。

企業は人的資本投資量を減らし、従業員の一

律教育から選抜教育へと訓練資源を集中させ

るとともに、労働者の自己責任による能力開

発への企業の要請を強めていると考えられる。 

これらの変化は、また日本企業の高生産性

を支えてきた企業内の相互信頼的な労使関

係にも大きな影響を与えていると考えられ

る。 
 
２． 研究の目的 

 
日本企業のガバナンス構造、特にメインバン

ク制などの金融面と雇用人事システムの制度

的な補完関係については、すでに先行研究で

モデル分析により、メインバンクによるモニ

タリングと企業内訓練による技能形成が相互

補完的であり、株式市場による規律づけはイ

ンセンテイブ賃金に支えられた自己投資によ

る技能取得と相互補完的であることが示され

ている。そこから、メインバンク制などの企

業金融のあり方の変化はコーポレートガバナ

ンスの他の側面にも影響を与えると考えられ

る。 
しかしメインバンク制度などの金融面の変

化が雇用システム、人事システムのどのよう

な影響を与えてきたのかという実証研究はほ

とんどない。そして、相互信頼的といわれて

いる労使関係の経済的効果の分析も進んでい

ない。またクロスセクション分析という静態

的な分析においては、データの制約もあり十

分な分析が行われているとは言い難い。本研

究では、上場企業のパネルデータを作成して、

企業金融や労使関係が雇用調整行動や企業業

績に与える影響についても分析を行ない、コ

ーポレートガバナンスの金融面での変化を中

心に、企業統治と雇用、人事制度の制度的な

補完関係について実証的な分析を行うことを

目的とした。 
 
３． 研究の方法 

 
本研究では、コーポレートガバナンスの金

融面での変化や労使関係と雇用、人事制度の

制度的な補完関係についての実証分析を行っ

た。コーポレートガバナンスの金融面の違い

によって、雇用、人事システムの違いが発生

しているのか、また、コーポレートガバナン

スの金融面の変化が、雇用、人事システムの

変化にどのような影響を与えているのかにつ

いて実証的に明らかにした。そして、ガバナ

ンス構造や人事、雇用システムの企業業績に

対する影響も同時に分析した。検証すべき具

体的な仮説の一部をわかりやすく例示すれば、

次のようなものである。 

(1) メインバンク関係が強い企業では、長期

雇用に基づく技能形成が維持されている。 

(2) 外国人株主の増加している企業では、成

果主義的な賃金制度を採用する確率が高

くなり、長期雇用制を見直している。 

(3) メインバンクとの関係の強い企業では人

員削減の確率が低くなるが、株式市場か

ら資金調達している企業では人員削減の

確率が高くなる。 

(4) 労働組合が組織されており、従業員の交

渉力が強い企業では、赤字の陥るなどの 

経営危機まで雇用を維持する傾向がある。 

などである。 

コーポレートガバナンスの経済的な効果に

関する研究は数多く存在するが、本研究課題

の特色、および独創性は、以下のようなもの

である。これまでのガバナンス構造の研究課

題は大きく分けて二つの流れがあると考えら

れる。第一はガバナンス構造が企業業績にど

のような影響を与えているかというもの、第

二には、ガバナンス構造が企業の雇用調整に

対してどのような影響を与えているかという

ものであった。これに対して、本研究では、

ガバナンス構造と雇用、人事システムの制度

的な関係に分析の焦点をあてるものであり、

二つの研究において欠けていた点を補う、い

わば橋渡し的な役割を担うものである。ガバ

ナンス構造が企業業績に対してどのような影

響を与えるかという研究では、もっぱら、経

営者のモラルハザードを防いでいかにして企

業業績を向上させているかという問題、すな

わち、企業業績の問題が経営者と株主、債権

者の関係に絞られていた。しかしながら、ガ

バナンス構造と雇用、人事システムの制度的

な補完関係が存在すれば、ガバナンス構造→

雇用、人事システム→企業業績というルート

も存在するはずである。経営者と株主だけで

なく、経営者と労働者の問題、すなわち、労

働者を勤勉にはたらせるためのシステムをい

かに構築するかという問題、すなわち人事制

度の改革とその企業業績に対する効果を考慮

に入れる必要がある。 
 
４． 研究成果 
 
研究費によって、３本の論文と1冊の単著を

作成することができた。 



野田知彦・平野大昌(2010)では、失われた

１０年の間で、メインバンク制や株主所有構

造が日本企業の雇用調整行動の変化にどのよ

うな影響を与えていたのかを分析した。その

結果、株式所有構造やメインバンク制が日本

企業の雇用調整行動に大きな影響を与えてい

ることが明らかとなった。具体的には、1997

年以前では、メインバンクとの関係の強い企

業では、赤字になる前には人員削減を抑制し

ているが、いったん赤字になれば人員削減を

促進している。また外国人株主は人員削減の

意思決定に影響を与えていない。そして、1997

年以降には、外国人株主は日本企業に人員削

減の圧力をかける、一方で、メインバンクは

企業の雇用政策に影響を与えなくなっている。

このように、企業金融や株式所有構造の変化

が日本企業の雇用調整行動に大きな変化をも

たらしていることが明らかにされた。そして、

これらの変化は、雇用調整行動のみならず、

日本企業の人事・賃金政策にも大きな影響を

与えていることが予想できる。 

さらに、野田・市橋（2009）、Noda and 

Ichihashi（2010）では、メインバンクや組合

が、企業の生産性を低下させていることが明

らかにしており、メインバンクとの関係が強

く、労働組合がある企業では雇用調整を実施

しにくいため、生産性が低下しているという

解釈を行っている。 

これら二つの研究によって、企業金融や労

使関係に代表されるガバナンス構造→雇用

調整行動（雇用システム）→企業業績とい

うルートの存在を明らかにした。 

また日本企業のコーポレートガバナンス

と雇用システムとの関連を、従業員やその代

表である労働組合という企業の内部的要因

が雇用調整や企業業績に与える影響をとい

う側面から分析して、野田（2010）にまとめ

た。 

研究から得られた主な結論は以下の通り

である。 

(1) 労働組合を持つ大企業では、雇用調整速

度が特に遅く、解雇を避ける傾向が強い。 

(2) 労働組合のある企業で、会社が赤字にな

るまで雇用調整が抑制される傾向がある。 

(3) 雇用用保障の強い企業では、労使間の情

報共有が進み、生産性の向上がもたらさ

せている。 

(4) 労働組合の存在が、正社員の希望退職や

賃金カットを抑制する一方、新卒採用の

抑制や非正規社員雇用の増加をもたらし

ている。 

(5) 1997 年の不況期を境として、雇用調整速

度が速くなっている。 

これらの研究結果は、従業員や労働組合が

企業の雇用政策や生産性向上に深く関与し

ていることを浮き彫りにするものであると

同時に、正社員と非正社員との二極化が正社

員重視の企業統治から発生するものである

ことを示しており、日本企業のコーポレート

ガバナンスに、従来から言われてきたような

従業員主権という側面があることを実証的

に示している。また、企業のパネルデータを

用いて、様々な観点から企業の雇用調整の数

量的な効果を実証している点は、現実の労働

市場政策を考える上で、大きな貢献を果たす

ものといえる。 

なお、『雇用保障の経済分析』野田（2010）

は、現在の日本企業の雇用システムが抱える

問題に光を当てたもので、第 53 回日経・経

済図書文化賞、平成 22 年度の沖永賞を受賞

した。 
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